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平成 12 年 3 月期    個別財務諸表の概要                   店 
     平成 12 年 5 月 23 日 

会 社 名  東洋合成工業株式会社 登録銘柄 
コ ー ド 番 号  4970 本社所在都道府県   千葉県 
本 社 所 在 地  千葉県市川市上妙典 1603  
問 い 合 わ せ 先  責任者役職名  常務取締役経理部長 TEL  (047)327－8080 (代表) 

  氏        名  青   木   久   昂  
決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成 12 年 5 月 23 日 中間配当制度の有無   有 
定 時 株 主 総 会 開 催 日  平成 12 年 6 月 29 日  
 
１．12 年 3 月期の業績 (平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日) 
  (1) 経営成績                                      記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

  百万円  ％  百万円  ％  百万円  ％ 
12 年 3 月期 9,214  12.9  1,367  144.9  1,045  315.8  

11 年 3 月期 8,158  △13.6  558  
△
49.7 
 251  △67.4  

             

 当  期  純  利  益 
１ 株 当 た り  
当 期 純 利 益 

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 利 益 

株主資本当
期純利益率 

総 資 本      
経常利益率 

売 上 高      
経 常 利 益 率 

  百万円  ％ 円 銭 円 銭  ％  ％  ％ 
12 年 3 月期 564  284.9  93 57 ― ― 15.8  5.5  11.3  
11 年 3 月期 146  △61.4  24 47 ― ― 5.3  1.3  3.1  

(注) 1．期中平均株式数 12 年 3 月期   6,034 千株 11 年 3 月期   5,993 千株 

  11 年 3 月期におきましては、平成 10 年 6 月 25 日付をもって額面普通株式 1株を 10 株に分割し、5,394,051 株

増加しておりますが、期首に分割したものとして算出しております。また、12 年 3 月期におきましては、平成12

年 3 月 16 日を払込期日とする公募増資を行っております。 

    2.．会計処理の方法の変更          無 

    4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

  (2) 配当状況 
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 

 
  中   間 期   末 ( 年 間 ) 

配 当 性 向 
株  主  資  本 
配   当   率 

 円 銭 円 銭 円 銭  百万円  ％  ％ 
12 年 3 月期 8 00 ― ― 8 00 55  9.9  1.3  
11 年 3 月期 7 50 ― ― 7 50 44  30.6  1.6  

 

 (3) 財政状態 
 総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％ 円 銭 
12 年 3 月期 18,936  4,334  22.9  619 76 
11 年 3 月期 18,868  2,823  15.0  471 15 

(注) 期末発行済株式数 12 年 3 月期   6,993,390 株 11 年 3 月期   5,993,390 株 

２．13 年 3 月期の業績予想 (平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日) 
 売  上  高 経  常  利  益 当  期  純  利  益 

  百万円  百万円  百万円 
中 間 期 4,920  475  255  
通 期 10,000  1,100  590  

(参考) １株当たり予想当期純利益 (通期) 84 円 37 銭 
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１１．個 別 財 務 諸 表 等 

                              貸 借 対 照 表          (単位：千円、端数切捨て) 
第 49 期 

(平成 11 年 3 月 31 日現在) 
第 50 期 

(平成 12 年 3 月 31 日) 
期   別 

 
科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 

( 資  産  の  部 )   ％   ％  
Ⅰ 流 動 資 産        

 1. 現 金 及 び 預 金  1,979,751   2,417,526   
 2. 受 取 手 形  218,328   224,887   
 3. 売 掛 金  1,357,041   1,503,091   

 4. 製 品  2,550,363   2,369,429   
 5. 原 材 料  286,128   387,667   
 6. 仕 掛 品  99,392   95,430   

 7. 貯 蔵 品  43,037   41,681   
 8. 前 払 費 用  43,539   36,346   
 9. 繰 延 税 金 資 産  ―   76,787   

 10. 自 己 株 式  ―   1,350   
 11. そ の 他  4,353   7,172   
 12. 貸 倒 引 当 金  △10,981   △9,506   

流 動 資 産 合 計  6,570,954 34.8  7,151,863 37.8 580,908 
Ⅱ 固 定 資 産        
 (1) 有 形 固 定 資 産        

  1． 建 物  2,854,047   2,628,953   
  2． 構 築 物  1,344,168   1,337,674   
  3． 機 械 及 び 装 置  2,856,073   2,410,367   

  4． 船 舶  252   252   
  5． 車 両 運 搬 具  9,130   10,981   
  6． 工具、器具及び備品  370,061   286,199   

  7． 土 地  3,887,905   3,887,905   
  8． 建 設 仮 勘 定  13,265   56,594   

   有形固定資産合計  11,334,904 60.1  10,618,929 56.1 △715,974 
 (2) 無 形 固 定 資 産        
  1． 特 許 権  510   110   
  2． 借 地 権  100,000   100,000   

  3． ソ フ ト ウ ェ ア  ―   114,531   
  4． そ の 他  8,052   7,737   

   無形固定資産合計  108,562 0.6  222,380 1.1 113,817 
 (3) 投資その他の資産        
  1． 投 資 有 価 証 券  261,559   261,285   
  2． 関 係 会 社 株 式  372,195   382,195   

  3． 出 資 金  600   600   
  4． 従業員長期貸付金  2,249   4,327   
  5． 長 期 前 払 費 用  5,131   ―   

  6． 長期繰延税金資産  ―   87,924   
  7． そ の 他  212,718   207,131   
  8． 貸 倒 引 当 金  △12   △18   

    投資その他の資産合計  854,442 4.5  943,446 5.0 89,003 
固 定 資 産 合 計  12,297,909 65.2  11,784,756 62.2 △513,153 
資   産   合   計  18,868,864 100.0  18,936,619 100.0 67,755 
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第 49 期 
(平成 11 年 3 月 31 日現在) 

第 50 期 
(平成 12 年 3 月 31 日) 

期    別 
科    目 

金  額 構成比 金  額 構成比 
増 減 

( 負 債 の 部 )   ％   ％  

Ⅰ 流 動 負 債        

 1. 支 払 手 形  509,650   630,301   

 2. 買 掛 金  369,910   512,288   

 3. 短 期 借 入 金  4,295,000   3,220,000   

 4. 一年以内返済予定長期借入金  2,719,750   2,564,618   

 5. 未 払 金  110,740   211,625   

 6. 未 払 費 用  25,643   45,856   

 7. 未 払 法 人 税 等  57,757   503,259   

 8. 未 払 消 費 税 等  48,686   34,042   

 9. 預 り 金  9,410   9,507   

 10. 賞 与 引 当 金  177,096   213,569   

 11. 設 備 関 係 支 払 手 形  150,394   177,526   

流 動 負 債 合 計  8,474,039 44.9  8,122,595 42.9 △351,444 

Ⅱ 固 定 負 債        

 1. 長 期 借 入 金  6,831,727   5,715,409   

 2. 退 職 給 与 引 当 金  739,288   764,403   

固 定 負 債 合 計  7,571,015 40.1  6,479,812 34.2 △1,091,203 

負   債   合   計  16,045,054 85.0  14,602,408 77.1 △1,442,646 

( 資 本 の 部 )        

Ⅰ 資 本 金  380,088 2.0  800,088 4.2 420,000 

Ⅱ 資 本 準 備 金  175,397 1.0  695,397 3.7 520,000 

Ⅲ 利 益 準 備 金  81,775 0.4  89,475 0.5 7,700 

Ⅳ その他の剰余金        

 1． 任意積立金        

  (1
)  
固定資産圧縮記帳積立金 369,109   214,083    

  (2) 別 途 積 立 金 1,600,000 1,969,109  1,650,000 1,864,083   

 2． 当期未処分利益  217,438   885,166   

その他の剰余金合計  2,186,548 11.6  2,749,249 14.5 562,701 

資   本   合   計  2,823,809 15.0  4,334,211 22.9 1,510,401 

負 債・資 本 合 計  18,868,864 100.0  18,936,619 100.0 67,755 
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                                               損 益 計 算 書          (単位：千円、端数切捨て) 
第 49 期 

平成 10 年 4 月 1 日から 
平成 11 年 3 月 31 日まで 

第 50 期 
平成 11 年 4 月 1 日から 
平成 12 年 3 月 31 日まで 

増  減 
                   期    別 
 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
   ％   ％  
Ⅰ 売    上   高         
 1． 商 品 売 上 高 37,162   52,082    
 2． 製 品 売 上 高 6,755,770   7,670,313    
 3． タ ン ク 営 業 収 入 1,366,025   1,384,348    
 4． そ の 他 売 上 ― 8,158,958 100.0 107,890 9,214,634 100.0 1,055,676 
Ⅱ 売 上 原 価         
 1． 商 品 売 上 原 価        
 (1) 期首商品たな卸高 ―   ―    
 (2) 当 期 商 品 仕 入 高 36,022   50,318    
  合 計 36,022   50,318    
 (3) 期末商品たな卸高 ―   ―    
 商 品 売 上 原 価 36,022   50,318    
 2． 製 品 売 上 原 価        
 (1) 期首製品たな卸高 2,713,557   2,550,363    
 (2) 当期製品製造原価 5,339,267   5,473,551    
  合 計 8,052,825   8,023,914    
 (3) 他 勘 定 振 替 高 13,872   30,937    
 (4) 期末製品たな卸高 2,550,363   2,369,429    
 製 品 売 上 原 価 5,488,589   5,623,547    
 3． タ ン ク 営 業 原 価 729,864   750,659    
 4． そ の 他 売 上 原 価 ― 6,254,476 76.7 4,109 6,428,636 69.8 174,160 
 売  上  総  利  益  1,904,482 23.3  2,785,998 30.2 881,516 
Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,345,881 16.5  1,418,193 15.4 72,312 
 営 業 利 益  558,600 6.8  1,367,804 14.8 809,204 
Ⅳ 営 業 外 収 益         
 1． 受 取 利 息 6,027   2,390    
 2． 受 取 配 当 金 7,120   1,465    
 3． 保 険 受 取 配 当 金 13,416   27,918    
 4． 受 取 家 賃 8,735   11,044    
 5． 雑 収 入 5,416 40,715 0.5 6,829 49,648 0.5 8,933 
Ⅴ 営 業 外 費 用         
 1． 支払利息及び割引料 322,614   295,301    
 2． 株 式 公 開 費 用 ―   42,543    
 3． 雑 損 失 25,331 347,946 4.3 34,377 372,221 4.0 24,275 
 経 常 利 益  251,370   1,045,230 11.3 793,860 
Ⅵ 特 別 利 益         
 1． 貸倒引当金戻入額 2,472   ―    
 2． 保 険 受 取 配 当 金 ― 2,472 0.0 ― ― ― △2,472 
Ⅶ 特 別 損 失         
 1． 固 定 資 産 除 却 損 13,157 13,157 0.2 23,590 23,590 0.3 10,433 
 税 引 前 当 期 純 利 益  240,684 ―  1,021,640 11.0 780,956 
 法人税、住民税及び事業税  94,000 1.2 539,000   445,000 
 法 人 税 等 調 整 額  ―  △82,020 456,980 4.9  
 当 期 純 利 益  146,684 1.8  564,660 6.1 417,976 
 前 期 繰 越 利 益  70,753   82,788   
 過年度法人税等調整額  ―   82,691   

 
税効果会計適用に伴う固定
資産圧縮記帳積立金取崩額  ―   155,026   

 当 期 未 処 分 利 益  217,438   885,166  667,728 
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                                             利 益 処 分 計 (案)          (単位：千円、端数切捨て) 

前    期 当    期               
               期  別 
 科  目 (平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日) (平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日) 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  217,438  885,166 

Ⅱ 利 益 処 分 額     

 1． 利 益 準 備 金 7,700  9,800  

 2． 配 当 金 44,950  55,940  

 3． 役 員 賞 与 金 32,000  42,000  

  ( う ち 監 査 役 分 ) (4,000)  (4,300)  

 4． 任 意 積 立 金     

  別 途 積 立 金 50,000 134,650 650,000 757,740 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  82,788  127,425 
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 重 要 な 会 計 方 針   

期  別 
 
項  目 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

(1）取引所の相場のある有価証券 
  総平均法による低価法（洗替え方
式） 
(追加情報) 
  低価法の適用に当たっては、従来、
切放し方式によっておりましたが、
平成10年度の税制改正に伴い、当期
から洗替え方式に変更いたしまし
た。 
  この変更に伴う財務諸表への影響
はありません。 

(1）取引所の相場のある有価証券 
  総平均法による低価法（洗替え方
式） 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

(2）その他の有価証券 
  総平均法による原価法 

(2）その他の有価証券 
同    左 

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

製品、商品、原材料､仕掛品 
  総平均法による原価法 
貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法 

製品、商品、原材料､仕掛品 
同    左 

貯蔵品 
同    左 

３．固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
  法人税法の規定に基づく定率法 
  但し平成10年4月1日以降取得した建
物建物附属設備を除く）については定額
法を採用しております。なお、この変更
に伴う当期の減価償却費への影響は軽微
であります。 

  また、平成10年度税制改正に伴い建物
（建物附属設備を除く）について、耐用
年数の短縮を行っております。これに伴
い、前期と同一の耐用年数によった場合
に比べ、減価償却費は18,622千円増加し
ました。この結果、営業利益は14,368千
円減少し、経常利益及び税引前当期純利
益は、それぞれ14,755千円減少しており
ます。  

有形固定資産 
  法人税法の規定に基づく定率法 

  但し平成10年4月1日以降取得した建物
建物附属設備を除く）については定額法
を採用しております。 
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期  別 
 
項  目 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

  無形固定資産 
法人税法の規定に基づく定額法 
 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 長期前払費用 
法人税法の規定に基づく定額法 

無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについては、
社内における見込利用可能期間(5 年)に
基づく定額法、それ以外の無形固定資産
については、法人税法の規定に基づく、
減価償却と同一の基準による定額法を採
用しております。 

(追加情報) 
  前期まで投資その他の資産の「長期前
払費用」に計上していたソフトウェアに
ついては、「研究開発費及びソフトウェ
アの会計処理に関する実務指針」(日本公
認会計士協会会計制度委員会報告書第 12
号 平成 11 年 3 月 31 日)における経過措
置の適用により、従来の会計処理方法を
継続して採用しております。ただし同報
告により上記に係るソフトウェアの表示
については、投資その他の資産の「長期
前払費用」から無形固定資産の「ソフト
ウェア」に科目名を変更し、減価償却の
方法については、社内における利用可能
期間(5年)に基づく定額法によっておりま
す。なお、当期に発生した自社利用のソ
フトウェアについては、「研究開発費等
に係る会計基準」(企業会計審議会平成 10
年 3 月 31 日)に基づき、無形固定資産に
「ソフトウェア」として計上し、上記の
方法により償却を行っております。 
 
長期前払費用 

同    左 
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期  別 
 
項  目 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

４．繰延資産の処理方法 

 

新株発行費 
支出時に全額費用として処理してお
ります。 
平成12年3月16日付一般募集による新
株式の発行は、引受証券会社が発行価額
で引受を行い、これを発行価額と異なる
募集価額で一般投資家に販売する買取
引受契約(「新方式」という。)によって
おります。 
「新方式」では、募集価額と発行価額
との差額は、引受証券会社の手取金であ
り、引受証券会社に対する事実上の引受
手数料となることから、当社から引受証
券会社への引受手数料の支払いはあり
ません。平成12年3月16日付一般募集に
よる新株式発行に際し、募集価額と発行
価額との差額の総額は60,000千円であ
り、引受証券会社が発行価額で引受を行
い、同一の募集価額で一般投資家に販売
する買取引受契約(「従来方式」という。)
による新株式発行であれば、新株発行費
として処理されていたものであります。 
  このため、「新方式」では、「従来方式」
に比べ、新株発行費は60,000千円少なく計
上され、また経常利益および税引前当期純
利益は同額多く計上されております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
債権の貸倒れに備えるため法人税法 
に基づく限度相当額のほか、個別債 
権の回収可能性を考慮した引当額を 
  計上しております。 

(1）貸倒引当金 
           同        左 

 (2）賞与引当金 
      従業員の賞与の支給に備えるた
め、支給見込額のうち、当期発生分
を計上しております。 
なお、従来賞与引当金は法人税法
に基づく支給対象期間基準により計
上しておりましたが、平成10年度の
税制改正に伴い、支給見込額のうち、
当期発生分を計上する方法に変更い
たしました。この変更による影響額
は軽微であります。 

(2）賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に備えるた
め、支給見込額のうち、当期発生分
を計上しております。 
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期  別 
 
項  目 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

 (3）退職給与引当金 
(ｲ) 従業員の退職金の支給に備えるた
め、従業員の自己都合退職の場合
の期末要支給額を計上しておりま
す。 
(ﾛ)役員退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。 
なお、役員の退職給与引当金期末残
高は、95,773千円であります。 

(3）退職給与引当金 
(ｲ)        同        左 
 
 
 
(ﾛ)役員退職慰労金の支出に備えるた 
    め、内規に基づく期末要支給額を 
    計上しております。 
    なお、役員の退職給与引当金期末
残高は、104,344千円であります。 

６．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同    左 

７．その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同    左 

 
 表 示 方 法 の 変 更  

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

 未払事業税及び未払事業所税は、従来、「未払事業税等」
として表示しておりましたが、当期から未払事業税
（16,426千円）については「未払法人税等」に含め、未
払事業所税（6,468千円）については「未払金」に含めて
表示しております。 

   

 
 (追加情報)  

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

 

 （ソフトウェア） 
  ソフトウェアは、従来、投資等の｢長期前払費用｣に含
めて表示しておりましたが、当期より無形固定資産の
｢ソフトウェア｣として表示しております。 

 

  

(税効果会計) 
  財務諸表規則の改正により、当期から税効果会計を適
用して財務諸表を作成しております。これに伴い、従来
の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産
164,711 千円（流動資産 76,787 千円、投資その他の資産
87,924 千円）が新たに計上されるとともに、当期純利益
は 82,020 千円、未処分利益は 319,738 千円多く計上さ
れております。 
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注 記 事 項 
 
（貸 借 対 照 表 関 係）  

第  49  期 
（平成11年 3月31日現在） 

第  50  期 
（平成12年 3月31日現在） 

＊１．減価償却累計額 ＊１．減価償却累計額 

 建 物 1,907,062千円  建 物 2,169,516千円 

 構 築 物 3,922,174千円  構 築 物 4,076,339千円 

 機 械 装 置 6,851,906千円  機 械 装 置 7,376,961千円 

 船 舶 4,797千円  船 舶 4,797千円 

 車 両 運 搬 具 28,663千円  車 両 運 搬 具 26,745千円 

 工具、器具及び備品 1,034,785千円  工具、器具及び備品 1,174,828千円 

  
＊２．担保に供されている資産及びこれに対応している 
     債務 

＊２．担保に供されている資産及びこれに対応している 
     債務 

 (1)担保に供されている資産  (1)担保に供されている資産 

 建 物 2,303,995千円  建 物 2,091,199千円 

 構 築 物 968,625千円  構 築 物 960,334千円 

 機 械 装 置 45,044千円  機 械 装 置 37,539千円 

 土 地 3,814,281千円  土 地 3,814,281千円 

 投 資 有 価 証 券 19,685千円   投 資 有 価 証 券 19,685千円  

 計 7,151,632千円   計 6,923,040千円  

      上記のうち工場財団設定分        上記のうち工場財団設定分  

 建 物 80,695千円   建 物 76,851千円  

 構 築 物 968,625千円   構 築 物 960,334千円  

 機 械 及 び 装 置 45,044千円   機 械 及 び 装 置 37,539千円  

 土 地 1,735,807千円   土 地 1,735,807千円  

 (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務 

 短 期 借 入 金 4,295,000千円  短 期 借 入 金 3,220,000千円 

 
1年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

2,719,750千円 
 1 年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

2,564,618千円 

 長 期 借 入 金 6,831,727千円  長 期 借 入 金 5,715,409千円 

 計 13,846,477千円  計 11,500,027千円 

  

＊３．主な外貨建資産･負債 ＊３．主な外貨建資産･負債 

 ( 科 目 ) ( 外 貨 額 ) (貸借対照表計上額)  ( 科 目 ) ( 外 貨 額 ) (貸借対照表計上額) 

 
投資有価証券 
投資有価証券 

 米ﾄﾞﾙ   150,000 
 ﾀｲﾊﾞｰﾂ  2,000千 

16,485千円 
22,151千円 

 
 売 掛 金 
投資有価証券 

米ﾄﾞﾙ  1,434千 
米ﾄﾞﾙ    150千 

152,240千円 
16,485千円 

 
 
関係会社株式  米ﾄﾞﾙ   400,000 48,800千円  

 
投資有価証券 
関係会社株式 

 ﾀｲﾊﾞｰﾂ 2,000千 
 米ﾄﾞﾙ    400千 

22,151千円 
48,800千円 

  

＊４．授権株式数及び発行済株式総数 ＊４．授権株式数及び発行済株式総数 

 授 権 株 式 数 20,000,000株  授 権 株 式 数 20,000,000株 

 発 行 済 株 式 総 数 5,993,390株  発 行 済 株 式 総 数 6,993,390株 
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第  49  期 
（平成11年 3月31日現在） 

第  50  期 
（平成12年 3月31日現在） 

＊５．受取手形割引高 ＊５．受取手形割引高 

 363,363千円  451,581千円 

 

（損 益 計 算 書 関 係）  

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

＊１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ＊１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 営 業 外 費 用 7,098千円   営 業 外 費 用 17,713千円  
 広 告 宣 伝 費 2,106千円   広 告 宣 伝 費 3,219千円  

 研 究 開 発 費 4,666千円   研 究 開 発 費 10,005千円  

 計 13,872千円   計 30,937千円  

  
＊２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
    のおおよその割合は22%であり、一般管理費に属 
    する費用のおおよその割合は78%であります。 
    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
    とおりであります。 

＊２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用 
    のおおよその割合は24%であり、一般管理費に属 
    する費用のおおよその割合は76%であります。 
    販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の 
    とおりであります。 

 運 賃 118,637千円   運 賃 128,100千円  
 役 員 報 酬 88,890千円   役 員 報 酬 90,990千円  
 給 料 164,772千円   給 料 195,982千円  
 減 価 償 却 費 31,248千円   減 価 償 却 費 33,836千円  
 賞与引当金繰入額 51,260千円   賞与引当金繰入額 60,572千円  
 退職給与引当金繰入額 13,379千円   退職給与引当金繰入額 18,909千円  
 研 究 開 発 費 594,949千円      
        

＊３．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発
費 

＊３． 

  562,312千円  
  

＊４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ＊４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建 物 5,814千円   構 築 物 1,680千円  
 機 械 及 び 装 置 7,158千円   機 械 及 び 装 置 20,960千円  
 工具、器具及び備品 184千円   車 両 運 搬 具 241千円  
 計 13,157千円   工具、器具及び備品 708千円  
     計 23,590千円  
        
＊５．関係会社との取引において発生したもののうち、
主なものは次のとおりであります。 

        受 取 配 当 金                5,324千円 
 

 
（追  加  情  報） 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

事業税（16,426千円）は従来、「販売費及び一般管理費」
に含めておりましたが、財務諸表等規則の改正により、
当期より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示し
ております。 
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（リ ー ス 取 引 関 係） 
第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額 

(単位:千円) (単位:千円) 
 

 
取得価額
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

  
 

取得価額
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

 

 車両運搬具 29,118 14,053 15,064   車両運搬具 29,934 16,915 13,018  
 工 具 ､ 器 具 
及 び 備 品 

39,735 8,946 30,789   工 具 ､ 器 具 
及 び 備 品 

39,735 15,837 23,898  

 投資その他の
資産｢その他｣ 

22,976 5,278 17,697   ソフトウェア 22,976 9,108 13,868  

 合 計 91,830 28,278 63,551   合 計 92,646 41,861 50,785  
（注）期末取得価額相当額は、未経過リース料期末残  
    高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低  
    いため、「支払利子込み法」により算定しており 
    ます。 
 

（注）期末取得価額相当額は、未経過リース料期末残 
    高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低 
    いため、「支払利子込み法」により算定しており 
    ます。 

  (2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内 16,216千円   １ 年 以 内 16,594千円  

 １ 年 超 47,335千円   １ 年 超 34,190千円  

 合 計 63,551千円   合 計 50,785千円  

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 
     ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 
     る割合が低いため、「支払利子込み法」により算 
     定しております。 
      

(3)当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 
     ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 
     る割合が低いため、「支払利子込み法」により算 
     定しております。 
      

(3)当期の支払リース料及び減価償却費相当額 
 支 払 リ ー ス 料  15,917千円   支 払 リ ー ス 料  16,750千円  

 減価償却費相当額 15,917千円   減価償却費相当額 16,750千円  

(4)減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
   る定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
   る定額法によっております。 

 
（１ 株 当 た り 情 報）   

期  別 
 
項  目 

第  49  期 
自 平成10年 4月 1日 
至 平成11年 3月31日 

第  50  期 
自 平成11年 4月 1日 
至 平成12年 3月31日 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 471.15円 619.76 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 24.47円 93.57 

 

なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益金額については、新株引受
権付社債及び転換社債の発行がな
いため、記載しておりません。 

同       左 

（注）平成 10年 6月 25日付にて、500円額面株式１株を 50円額面株式 10株に分割しております。なお第 49期の１

株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 
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１３．役 員 の 異 動 
 
１．代表者の異動     

 該当事項はありません。    

     

２．その他役員の異動 (平成 12 年 6 月 29 日予定)   

   氏   名  (現在の役職名等) 

 新 任 取 締 役候補  渡 邊 元 孔  ( 千 葉 工 場 長 ) 

 新 任 監 査 役候補  山 澤 洋 二  ( 嘱 託 ) 

      

 

       


